1 事業 の 目的 


実施 する 、 移住 及び 移住 者 の 交流 





補助 を 行い ます 。 





2 応募 資格 等 
(1) 県 内 に 事務 


(2) 主 に 地域 住 
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非 営 利 活動 ? 
民 に よっ て 組織 され 、 集 落 等 地域 の 約 
体 で 、 規 約 等 が 定め られ て お り 、 継 続 的 な 活動 が 行わ れ て いる 、 地 域 づ くり 


令 和 4 年 度 移住 促進 事業 費 補助 金 募集 要項 


本 県 へ の 移住 を 促進 する と と も に 、 移 人 








E 者 の 交流 を 
の 促進 に よる 地域 活 ] 
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る た め 、NPO や 地域 づく り 団 体 等 が 
性 化 
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事業 を 行う 場合 に 要する 経 

















費 に 対し 、 




















人 等 の 法人 で 、 以 下 ① か ら ⑤ を 満た す 者 。 
E 持 及び 活性 化 に 係る 取組 を 行っ て いる 

















































































































































































































団体 等 の 任意 団 

体 で 、 以 下 必 か ら ⑤ を 満た す 者 。 

① 組織 の 運営 に 関す る 規則 (定款 、 規則 、 会 則 等 ) 及び 構成 員 の 名 答 を 有 し て お り 、 事 業 
の 遂行 に 必要 な 組織 ・ 人 員 を 有する こと ( 例 : 会 計 責 任 者 の 配置 な ど ) 。 

② 活動 実績 を 有 し (新設 団体 は 除く ) 、 今 後 も 継続 的 に 活動 を 行う 予定 で ある こと 。 

③ 政治 活動 又は 宗教 活動 を 主 目的 と する 団体 で な いこ と 。 

④ 特定 の 公職 者 (その 候補 者 を 含む 。) 又は 政党 を 推薦 、 支 持 、 又 は 反対 する 団体 で な い 
の 

⑤ 暴力 団 で な いこ と 、 又 は 酸 力 
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事業 実施 に 当たっ て の 留意 事項 

















若しくは 肛 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 し な いこ と 。 
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補助 対象 者 は 、N PO 地域 づく り 団 体 等 で す が 、 
し た 取組 を 進め る 必要 が あり ます 。 
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町 村 と 連 








3 補助 額 





定額 。 た だ し 、500 千 円 を 上 限 。 


4 補助 対象 期間 ( 令 和 4 年 度 ) 




















































































































































































































補助 金 の 交付 決定 日 か ら 、 令 和 5 年 2 月 24 日 ( 金 ) まで 
5 対象 経費 
(1) 対象 経費 
補助 金 の 対象 と な る 経費 は 、「 移 住 者 の サポ ー ト 及び 受入 環境 整備 に 係る 事業 」 及 び 「 移 
住 者 と の 交流 に 係る 事業 」 に 要する 経費 の うち 、 下 表 に 掲げ る 経費 と し ます 。 
経費 区 分 内 容 
報償 費 外部 講師 に 対す る 謝金 等 
旅費 職員 ・ 外 部 講師 交通 費 、 宿 泊 費 等 
需 用 費 消耗 品 、 材 料 、 書 籍 等 の 購入 等 
パン フレ ッ ト 、 チ ラ シ 、 各 種 資料 等 の 印刷 ・ 製 本 費 等 
(た だ し 、 購 入 単 価 が 3 万 円 未満 の も の に 限る 。) 
役務 費 宅配 、 郵 送料 等 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































委託 料 専門 機関 へ の 調査 委託 等 
使用 料 及 び 賃 借 料 | 会 議 室 等 の 使用 料 、 機 器 の リー ス 及 び レ ンタ ル 料 等 
注 ) 住民 団体 の 経常 的 な 活動 に 要する 経費 (光熱 水 費 ) や 、 人 件 費 、 食糧 費 は 対象 外 で す 。 
(2) 各種 助成 事業 と の 併 給 調整 
同様 の 事業 で 、 国 及び 地方 公共 団体 等 に より 他 の 補助 金 等 の 対象 と な っ て いる 事業 は 、 本 
事業 の 対象 と し ませ ん 。 
6 応募 方 法 
(1) 募集 期間 
令 和 4 年 4 月 25 日 (月 ) ^ 令 和 4 年 5 月 27 日 ( 金 ) 17 時 まで 
(2) 応募 締切 
令 和 4 年 5 月 27 日 ( 金 ) 17 時 必 
※ 応募 に あたっ て は 、 市 町 村 を 通じ て 、 岩手 県 商工 労働 観光 部 定住 推進 ・ 雇 用 労働 室 あ て 
提出 し て くだ さい 。 
(3) 応募 書類 
いずれ も A 4 サイ ズ 、 片 面 で 作成 し て くだ さい 。 応募 に 係る 経費 は 、 全 て 応募 団体 の 負担 
と な り ま す 。 ま た 、 提 出さ れ た 書類 は 返却 いた し ませ ん の で 、 御 了承 願い ます 。 
① 実施 申請 書 (別紙 様式 第 1 - 1 号 ) 
② 同意 書 (別紙 様式 第 1 - 2 号 ) 
③ 事業 計画 書 (様式 第 2 号 ) 
④ 収支 予算 書 (様式 第 3 号 ) 
⑤ 団体 規約 、 団 体 役員 名 簿 、 従 業 員 名 秒 
⑥ 団体 の 過去 3 年 間 の 事業 実績 及び 決算 書 、 令 和 4 年 度 事業 計画 及び 予算 書 
⑦ その 他 参 考 と な る 資料 (これ まで の 活動 内 容 が 分 か る 資料 等 ) 
7 応募 書類 提出 先 及 び 問 合せ 先 
【 応 募 書 類 提 出先 】 市 町 村 (事業 を 実施 し よう と する 地域 の 市 町 村 移 住 促進 事務 担当 室 課 ) 
【 問 合せ 先 】 ※ で きる 限り 、FAX 又は メー ル に より お 問い 合わ せく だ さい 。 
岩手 県 商工 労働 観光 部 定住 推進 ・ 雇 用 労働 室 移住 定住 推進 担当 
〒020-8570 盛岡 市 内 丸 10-1 岩手 県 商工 労働 観光 部 定住 推進 ・ 雇 用 労働 室内 
TEL : 019-629-5588、 FAX : 019-629-5589、 E-MAIL : AEO005@pref. iwate. jp 
8 事業 の 選定 等 
(1) 審査 方 法 等 
移住 促進 事業 審査 委員 会 に お いて 書面 審査 を 行い 、 事 業 を 選定 し ます 。 
(2) 審査 基準 
事業 の 審査 は 、 次 の 審査 基準 で 実施 し ます 。 

































































































































































































































































審査 項目 審査 内 容 

ア 事業 目的 ・ 事 業 の 趣旨 に 合致 する か 。 
イ 課題 解決 へ の 取組 課題 が 具体 的 に ホ さ れ て お り 、 課 題 解決 の た め の 対 策 が 明確 か 。 
ウ 実施 能力 計画 を 実現 で きる だ け の 体制 と な っ て いる か 。 
エ 事業 内 容 事業 計画 は 具体 的 な も の に な っ て いる か 。 

事業 に 継続 性 ・ 発 展 性 は ある か 。 

事業 に 新規 性 ・ 先 進 性 は ある か 。 

事業 に 普及 性 は ある か 。 
オ 事業 成果 事業 の 実施 に より 、 満 足 な 成果 が 期待 で きる か 。 
カ 積算 内 容 の 妥当 性 事業 に 要する 費用 の 見 積もり は 、 適 切 で ある か 。 
キ その 他 (審査 委員 会 に お いて 、 審 査 が 必要 と する 事項 ) 

(3) その 他 

















































































































































































































・ 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 拡大 防止 の 対策 に つい て も 、 和 審査 の 参考 と し ます の で 、 事 業 計画 
書 (様式 第 2 号 ) に 対策 方 法 に つい て 記載 し て くだ さい 。 
本 県 へ の 移住 を 促進 する た め の 首 都 圏 在住 者 の 「 地 方 移住 の 関心 の 高まり 」 に 対応 し た 
取組 を 実施 する 場合 に は 、 審 査 の 参考 と し ます の で 、 事 業 計画 書 (様式 第 2 号 ) に 取組 の 
工夫 等 に つい て 記載 し て くだ さい 。 
9 採択 (内 示 ) ・ 決 定 
上 記 8 の 選定 結果 を 踏ま え 、 採 択 内 示 及 び 交 付 決定 を 行い ます 。 な お 、 採 択 し た 事業 に つい 
て は 、 実 施 方 法 や 事業 費 な ど に つい て 、 条 件 を 付す 場合 が あり ます 。 
採択 され た 場合 に は 、 別 に 定め る 日 まで に 、 必 要 書 類 (交付 申請 書 (様式 第 1-1 号 ) 等 ) を 提 
出し て くだ さい 。 
10 事業 完了 報告 
採択 され た 実施 主体 は 、 事 業 終 了 後 、 速 や か に 事業 実績 報告 書 (様式 第 6-1 号 ) に 関係 書類 を 








添え て 提 























出し て くだ さい 。 
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11 留意 事項 
(1) 情報 公開 へ の 同意 
請 の あっ た 事業 の 概要 、 団 体 名 及び 審査 結果 に つい て は 、 岩 手 県 公式 ホー ムペ ー ジ に よ 
り 公 表し ます 。 
また 、 提 出 書 類 は 、 個 人 情報 を 除い て 、 原 則 、 情 報 公開 の 対象 と し ます 。 
(2) 補助 金 の 支払 い 
原則 と し て 、 事 業 実績 が 確定 し た 後 、 補 助 金 の 精算 払 を 行い ます 。 
た だ し 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る と き は 、 交 付 決定 額 の 9 割 を 上限 に 前 金 払 を 行い ます 。 
(3) 成果 報告 会 等 で の 報告 
今後 、 岩 手 県 が 主催 する 成果 報告 会 等 に お いて 、 本 事業 の 取組 の 成果 と 課題 に つい て 成果 


















































報告 を 求め る 場合 が あり ます 。 




































































(4) その 他 
本 事業 は 、 国 の 交付 金 を 活用 し て 実施 する こと か ら 、 会 計 検 査 に よる 実地 検査 の 対象 と 
な り ま す 。 
移住 促進 事業 費 補助 金 交 付 要綱 第 10 (消費 税 等 仕 入 控除 税額 に 係る 報告 等 ) に 関連 し て 、 
県 か ら 応募 団体 に 対し て 、 消 費 税 の 課税 事業 者 また は 免税 事業 者 で ある か 等 を 確認 する 場 
合 が あり ます 。 





















































































































































